2016年3月8日～10日
しんぶん赤旗　2016年3月10日(木)

徳島・高知 参院統一予定候補　野党が確認書　選挙区に大西氏　みかじり氏　比例予定候補に
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（写真）調印後、市民団体とともに奮闘を誓い合う（左２人目から）大西、みかじり両氏＝９日、徳島市


　参院徳島・高知選挙区（改選数１）で、戦争法の廃止をめざす徳島、高知両県の市民団体「オール徳島」「高知憲法アクション」と日本共産党、民主党、社民党、新社会党のオール野党４党、民主党推薦の弁護士、無所属予定候補の大西聡（そう）氏(５２)が９日、徳島市内で一堂に会し、野党統一予定候補を大西氏に一本化する合意確認書に調印し、発表しました。

　調印の会場は、両県の関係者らで廊下まであふれる熱気。大西予定候補が「国民が主役、国民のための政治、憲法にもとづく政治を取り戻す。そのために命をかけて頑張る。負けるわけにはいかない」と決意を述べると、「よし」の声援や大きな拍手がわきました。

　日本共産党から上村秀明徳島県委員長、佐竹峰雄高知県委員長が出席しました。

　合意確認書は(1)安保法制廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回、立憲主義回復の実現(2)無所属候補として全力を尽くす(3)当面の国会内の活動は無所属を原則的に堅持(4)安保法制廃止が最優先課題の４項目。その他の政策については別途、協議するとしています。

　高知憲法アクション代表の一人、梶原守光氏は「画期的な合意ができた。戦争法廃止と新しい日本の民主主義と平和を切り開くためにたたかい抜きたい」と表明。オール徳島代表の一人、横山良氏は「野党統一候補を立てることで希望が見えてきた。希望を安倍政治打倒という結果に転換していくため、全力を尽くす」と語りました｡

　日本共産党の両県委員長は８日、みかじり亮子選挙区予定候補の立候補を取り下げ、比例予定候補として活動すると発表しました。調印にはみかじり氏も同席して大西氏に花束を手渡し、「国会行きの切符を大西さんに託し、私も比例代表で頑張る」と述べました。

市民団体に支援要請＝５野党
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５野党幹事長と安保法制反対諸団体との意見交換会であいさつする民主党の枝野幸男幹事長（中央）＝９日午後、東京・永田町の参院議員会館
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党は９日、学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」など安全保障関連法の廃止を求める市民団体との意見交換会を参院議員会館で開いた。民主党の枝野幸男幹事長は席上、国政選挙での協力を盛り込んだ５野党合意について説明。夏の参院選での野党候補への支援を要請した。
　市民団体側は「５野党の合意を前向きに受け止め、さらに活動を展開したい」と応じた。出席者からは学生の貧困問題や保育所に入れない待機児童問題なども選挙の争点にしてほしいとの要望が出された。（時事通信2016/03/09-19:56）
安保関連法反対の市民団体 野党５党の調整候補者らを支援へ
ＮＨＫ3月9日 21時03分
民主党など野党５党と安全保障関連法に反対する市民団体が会合を開き、団体側は、夏の参議院選挙で５党の候補者調整が整った候補者らを支援する考えを伝えるとともに、次の衆議院選挙に向けた５党間の連携についても調整を急ぐよう求めました。
国会内で開かれた会合には、民主党、共産党、維新の党、社民党、生活の党と山本太郎となかまたちの野党５党の幹事長・書記局長らと、安全保障関連法に反対するグループ、「ＳＥＡＬＤｓ」などが発足させた「市民連合」のメンバーが出席しました。
　この中で、民主党の枝野幹事長は「野党５党は、先月の党首会談で、安全保障関連法の廃止や、安倍政権の打倒を目指すことなどを確認した。幅広い国民との連携なくしては、こうした目標を実現することはできない」と述べ、協力を求めました。
　これを受けて、市民連合側は、参議院選挙を巡り、定員が１人の「１人区」で、５党の候補者調整が整った候補者には、推薦を出すなど支援していく考えを伝えました。さらに、次の衆議院選挙が早期に行われる可能性も否定できないとして、５党に対し、衆議院選挙に向けた連携についても調整を急ぐよう求めました。 
民・共 　参院選の選挙協力に温度差　５野党共闘に影響も
毎日新聞2016年3月9日　21時36分（最終更新　3月9日　21時36分）
　民主、共産両党が進める夏の参院選の候補者一本化に関し、「選挙協力」に対するスタンスの違いが表面化してきた。民主が党内保守系などへの配慮から「候補者調整」だとして限定的な協力を強調するのに対し、共産党は「選挙協力の一形態」と指摘し全面協力を主張。維新、社民、生活を含めた野党５党の共闘にも水を差しかねない事態となっている。 
　「参院選１人区に続き、衆院選小選挙区でも５野党間で協力を始めてほしい。衆参共に協力することで安倍政権との対決をより力強く打ち出せる」。安全保障関連法に反対する学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」などの市民団体は９日、国会内で５野党の幹事長・書記局長と会談し、５党が協力するよう強く求めた。 
　５党は先月１９日の党首会談で「国政選挙などあらゆる場面で５党のできる限りの協力を行う」ことで合意。共産は参院選１人区での独自候補の原則取り下げ方針を決め、宮城選挙区など１人区での一本化が加速している。 
　しかし、共産が合意内容を文字通りの選挙協力と受け止めているのに対し、民主幹部からは「候補者調整は選挙協力ではない」「できる範囲での協力は選挙協力ではない」などと否定する声が続出。「共産の自主的な候補取り下げは選挙協力でも候補者調整でもない」との解説すら出ている。枝野幸男幹事長も９日の記者会見で「定義のはっきりしない選挙協力という言葉を使うべきでない」と慎重姿勢を示した。 
　民主が共産との選挙協力を否定するのは、党内保守系や支持団体の連合から共産との接近に懸念が出ているためだ。３日の両院議員懇談会では保守系から共産との連携にクギを刺す意見が相次いだ。「民主は共産と組む革新勢力だ」との与党からの批判を打ち消す狙いもある。 
　次期衆院選への対応でも両党の違いは明らかだ。共産の山下芳生書記局長は９日、記者団に「合意したのは国政選挙での選挙協力だ」と衆参いずれでも選挙協力を行う考えを強調。これに対し、民主の枝野氏は会見で「我々は単独政権を目指す。衆院選は政権選択選挙で、参院選とは位置づけが違う」と否定した。民主側は衆院選の候補者の一本化について明言を避けており、両党の溝は深まっている。【飼手勇介、田所柳子】 
５野党、参院選で市民団体と共闘確認　安保法廃止など 
日経新聞2016/3/9 23:54
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党の幹事長・書記局長は９日、安全保障関連法に反対する大学生らのグループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」や「安保関連法に反対するママの会」など５つの市民団体との意見交換会を国会内で開いた。両者は夏の参院選に向け、安保法廃止と立憲主義の回復を掲げて共闘を進めることを確認した。
　会合では、民主党の枝野幸男幹事長が「それぞれの立場や事情を相互に配慮しながら、最大限の効果を上げられるようにしたい」と発言。共産党の山下芳生書記局長は「（野党で）一本化したところは必ず勝つ。ハードルは多いが、しっかりと乗り越えていく。後押しをお願いしたい」と述べ、市民団体側に野党統一候補への支援を要請した。
　市民団体側は野党５党の協力関係を評価し、共通政策の取りまとめなどを要望。衆参同日選を念頭に「小選挙区で候補者一本化の議論を始めてほしい」との意見も出た。
産経新聞2016.3.10 00:02更新 
野党５党、シールズら市民団体に共闘報告　安保法廃止に続き「保育園落ちた」で攻勢も…衆院選共闘は民共に溝


安保関連法に反対する市民団体メンバー（手前）と野党幹事長らとの意見交換会で、あいさつする民主党の枝野幹事長（左から３人目）＝９日午後、国会
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党幹部は９日、国会内で野党共闘を求める市民団体と意見交換し、夏の参院選での連携を確認した。５野党は「保育園落ちた」の匿名ブログ問題でも結束して安倍晋三政権を追及する構えだ。ただ、衆参同日選が取り沙汰される中、次期衆院選の協力では慎重な民主党と前向きな共産党の間で溝が深まっており、共闘の足並みはそろっていない。
　「国会や選挙などあらゆる場面でできる限り協力する」。民主党の枝野幸男幹事長は、安全保障関連法に反対する学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」ら市民団体と野党５党との意見交換で、安保法廃止を旗印に５党が協力することを報告した。市民団体側は共闘を歓迎し、次期衆院選での協力も求めた。市民団体側は「保育園落ちた」問題も訴えていく考えを示し、その動きに呼応するように野党５党は攻勢を強めている。
匿名ブログを２月２９日の衆院予算委員会で取り上げた民主党の山尾志桜里氏は９日の衆院厚生労働委員会でも政権批判を展開した。社民党の福島瑞穂副党首も７日の参院予算委で取り上げ、共産党の吉良佳子参院議員は国会周辺での抗議行動に参加した。「野党で連携してやっていけばいい」（民主党の安住淳国対委員長代理）との声もあり、「子育て支援」が野党共闘の政策テーマとして浮上しつつある。
　とはいえ、次期衆院選では民主、共産両党の認識に開きがある。枝野氏は９日の記者会見で「衆院選は政権選択選挙で単独政権を目指している。参院選とは位置づけが違う」と述べた。共産党は「野党連携は衆院選を含む」（山下芳生書記局長）との主張で、衆参同日選になれば、参院選の共闘が乱れる可能性もある。
しんぶん赤旗　2016年3月10日(木)

市民団体 ５野党合意に歓迎の声　山下氏「完全履行へ市民の後押しを」　意見交換会
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（写真）市民団体各氏（中央から右側）と懇談する野党５党の書記局長幹事長ら＝９日、参院議員会館


　戦争法（安保法制）廃止と立憲主義・民主主義を取り戻すための今後の取り組みについて、戦争法に反対してきた５団体と日本共産党や民主、維新、社民、生活の５野党は９日、４回目の意見交換会を国会内で行いました。５野党党首合意（２月１９日）で戦争法廃止と集団的自衛権行使容認の「閣議決定」の撤回を共通の目標とし、国政選挙で最大限の協力を行うなどと確認し、具体化を進めていることについて、市民団体から歓迎と喜びの声が相次ぎました。

　日本共産党の山下芳生書記局長は「５党首合意は画期的な中身であり、お互い壁を乗り越え到達した。乗り越えさせたのはみなさんであり、それが希望のメッセージとして（国民に）伝わっている」と強調。５党首合意で「選挙戦の様相が大きく変わる」として「“戦争法を強行し立憲主義を踏みにじった自公とその補完勢力”VS“安保法制廃止と立憲主義回復を掲げる野党と市民”の大きな構図をつくることができた。これを広げたい」と発言しました。さらに「５野党合意を完全履行するには市民の後押しが必要です」と訴えました。

　５野党党首合意をめぐって市民団体側は「野党共闘が党首会談で形になったと聞いた瞬間、安心し本当にうれしかった。これからが始まりだ」と歓迎。さらに参院選で勝利し、安倍政権の暴走を止めるために衆院小選挙区でも協力に向けて調整できるところは進める必要があるとの声が、市民団体、政党の双方からあがりました。

　政府・与党が野党共闘に警戒を強め「野合」攻撃に出ていることに関しては、「いろいろと反論の方法はあるが、一番の土台である憲法が壊され、政策の議論などまともに政治をやる基盤が壊されていることを肝にめいじて反論すべきだ」との意見があがりました。

　５野党の「共通政策」については、消費税や原発、沖縄米軍新基地、社会保障など、各分野で探究を進めることが呼びかけられました。

　山下氏は、「これまでもハードルを乗り越えてきた。これからも乗り越えていけると確信している。希望ある前向きなメッセージを発信していこう」と呼び掛けました。

野党共闘批判で広報ビラ＝自民
　自民党は９日までに、夏の参院選に向けた野党共闘の動きをけん制する広報ビラを作成した。野党統一候補を「打算と思惑の産物で、民共合作候補」と批判する内容。今後、各選挙区支部などを通じて配布する。
　この中では、統一候補について「当選しても、どの政党に所属するのか。選挙後に有権者の意思とは異なる政治行動を取ることになりかねない」と指摘。「戦うのは、（民主党など）ひ弱な野党ではなく、ひそかに勢力拡大をもくろむ共産党だ」として、「自共対決」に力点を置いた。　（時事通信2016/03/09-20:06）
野党統一候補＝民共合作候補　自民、ビラで野党共闘批判
朝日新聞デジタル2016年3月10日05時12分
　自民党は今夏の参院選に向け、野党５党が進める統一候補擁立を批判するビラを作成した。赤字の大きな見出しで「『野党統一候補』＝『民共合作候補』」と主張し、理念も政策も違う民主、共産両党がタッグを組むと強調。参院選を「『自公の安定政権』か、『民共合作の革命勢力』かの選択」と位置づけている。
　ビラでは「『理念なき民主党』と『革命勢力・共産党』の打算と思惑の産物」と痛烈に批判したうえで、日米安保条約の破棄と自衛隊廃止という共産の主張を取り上げ、「どうやって日本を守るのか」と疑問を投げかける。
　党所属国会議員に配るほか、１２日の全国幹事長会議などを通じて地方議員らへの周知徹底を図る予定だ。
１０１歳むのたけじさん、どうしても語っておきたい体験
朝日新聞デジタル聞き手・木瀬公二　2016年3月9日13時49分

身ぶり手ぶりを交えて講演するむのたけじさん＝１月２０日、岩手県西和賀町の銀河ホール
■コラム「再思三考」
　「報道の自由」の問題でいろいろな人がいろいろな意見を述べているけれど、私もどうしても言っておかなければならないと思って体験談を話します。
　太平洋戦争が１９４１年１２月に始まりましたね。それからまもなく、私は従軍のために日本を発ち、翌年３月１日にジャワに上陸した。途中で立ち寄った台湾で、日本軍が作った「ジャワ軍政要綱」という一冊の本を見ました。入手方法は秘密ですが、日本がジャワをどのように統治するかというタイムスケジュールが細かく書かれていた。私がいたそれから半年間、ほぼその通りに事態は進んだ。
　その要綱の奥付に「昭和１５年５月印刷」の文字があった。ジャワ上陸より２年近く、太平洋戦争開戦より約１年半も前だったんです。つまり、国民が知らないうちに戦争は準備されていたということです。
　もしもこの事実を開戦前に知って報道したら、国民は大騒ぎをして戦争はしなかったかも知れない。そうなれば何百万人も死なせる悲劇を止めることができた。その代わりに新聞社は潰され、報道関係者は全員、国家に対する反逆者として銃殺されたでしょう。
　国民を守った報道が国家からは大罪人とされる矛盾です。そこをどう捉えればいいのか。それが根本の問題でしょう。高市早苗総務相の「公平な放送」がされない場合は、電波を止めるという発言を聞いてそう思ったのです。公平とは何か。要綱を書くことは偏った報道になるのか。それをだれが決めるのか。
　報道は、国家のためにあるわけではなく、生きている人間のためにあるんです。つまり、国民の知る権利に応え、真実はこうだぞと伝えるわけだ。公平か否かを判断するのは、それを読んだり見たりした国民です。ひどい報道があったら抗議をすればよい。総務大臣が決めることじゃないんだ。そんなのは言論弾圧なんだ。
　報道機関は、自分たちの後ろに国民がいることをもう一度認識することです。戦時中はそのことを忘れておったな。いい新聞を作り、いい放送をすれば国民は応援してくれる。それを忘れて萎縮していた。
　戦争中、憲兵隊などが直接報道機関に来て、目に見えるような圧迫を加えたわけではないんです。報道機関自らが検閲部門を作り、ちょっとした軍部の動きをみて自己規制したんだ。今のニュースキャスター交代騒動を見ていて、私はそんなことを思い出した。報道機関側がここで屈しては国民への裏切りになります。
　「国境なき記者団」による報道の自由度ランキングが、安倍政権になってから世界６１位まで下がった。誠に恥ずかしいことで、憂うべきことです。報道機関の踏ん張りどころです。（聞き手・木瀬公二）
首相の改憲意欲、参院選影響を懸念…古賀氏

読売新聞2016年03月08日 23時28分

　自民党の古賀誠・元幹事長は８日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、安倍首相が首相在任中の憲法改正に意欲を示していることについて、「選挙のことを考えると憲法改正を急いでいる感じを国民に与えるのは良くない」と述べ、参院選への影響に懸念を示した。

　首相が目指す改正項目に関しては、「国民はどうしても第９条を思い起こす。首相が（改正を）言えば言うほど、疑いたくなる。どこを改正するのか明らかにするのが大事だ」と語った。

産経新聞2016.3.9 08:00更新 
【安倍政権考】参院選の中心で「憲法改正」を叫ぼう！　安倍首相は「在任中に成し遂げたい」と意気込むが、自民党幹部は煮え切らず…

参院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝３月２日、参院第１委員会室（斎藤良雄撮影）
　自民党の「一丁目一番地」ともいえる憲法改正をめぐり、安倍晋三首相（自民党総裁）と党執行部のスタンスに開きが出てきた。首相は夏の参院選での争点化に意欲的だが、党執行部は及び腰なのだ。
　首相は３月２日の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたい」と明言し、これまでの発言から一歩踏み込んだ。その上で、「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。総裁として目指したい」と強調した。自民党総裁任期の延長がなければ、満了する平成３０年９月までに実現したいという強い意向を示し、参院選を通じて国民的な機運の醸成を図ろうという意欲が見える。
　一方で自民党は、３月１３日の党大会で決定する平成２８年の運動方針の最終案で、憲法改正に向けた参院選での取り組みに関する記述を原案から変更。「参院選での訴えを通じ、国民的な議論と理解を深める」として主要争点に掲げる姿勢を示していた表現から、「参院選での訴えを通じ」という部分を削除した。もちろん、緊急事態条項や環境権の創設といった具体的改憲項目にも触れていない。
　関係者によると、憲法改正が争点になって選挙戦が過熱すれば経済政策など他の重要な争点が埋没しかねないと慎重姿勢が参院側に強いうえ、連立を組む公明党が争点化に反発していることなどに配慮し、自民党執行部が修正したという。
　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は３月３日の記者会見で、「自民党総裁としての一般論を述べた」と理解を示す一方で、「（政策や理念が）バラバラの野党に結集軸を与えることになりやしないかと心配している」とも述べ、早速、首相の前のめりな姿勢を牽制した。
　ただ、首相にも昨年９月の総裁再選直後は、参院選での争点化を避ける思惑があったようだ。昨年１１月の自民党立党６０年記念式典では、憲法改正には触れなかった。衆院憲法審査会の参考人質疑で、集団的自衛権行使容認を含む安全保障関連法を「違憲」と指摘した憲法学者の選考に携わって更迭された船田元氏の後任の党憲法改正推進本部長に、昨年１０月、憲法の“素人”を自認する森英介元法相を充てていた。
　憲法改正の国会発議には衆参両院ともに３分の２以上の勢力確保が必要だ。与党は、衆院では確保しているものの、参院では３分の２を欠く。首相が意欲を示す戦力の不保持を宣言した９条２項をはじめとする憲法の改正は、イデオロギー的な対立を招き、世論を二分するテーマであるだけに、参院選ではあえて争点化せず、与党を勝利に導くことが近道との「急がば回れ戦術」を取ろうとしていたのだろう。
　ただ首相は、今年に入って憲法改正に前向きな発言を繰り返してきた。１月２２日の施政方針演説で、「逃げることなく、答えを出していく責任を果たしていこう」と呼びかけた。２月３日の衆院予算委員会では、９条２項について「７割の憲法学者が自衛隊について憲法違反の疑いを持っている状況をなくすべきではないか、という考え方もある」と述べてもいる。
　首相の発言の背景には、世論の変化があるようだ。産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１月２３、２４両日に実施した合同世論調査では、安保関連法について「評価する」（４６・５％）が「評価しない」（４６・２％）を上回った。共同通信が２月２０、２１両日に行った世論調査では、安保関連法を「廃止すべきではない」が４７・０％で、「廃止すべきだ」の３８・１％を大きく引き離した。「憲法改正＝９条改正」と捕えて、アレルギーの大きかった安全保障に関する国民の意識の変化を、首相は敏感に感じ取っていたからなのかもしれない。
　ならば、参院選で憲法改正を争点に掲げればいい。運動方針案では憲法改正を争点化することに慎重な自民党執行部も、参院選公約で前面に掲げるかどうかについて検討を始めたという。回り道をしすぎれば、憲法改正のチャンスを逃しかねない。真正面から訴えた方が近道かもしれない。
（政治部　小島優）
しんぶん赤旗2016年3月10日(木)

高校生への制限 違憲　大平氏「政治活動の自由こそ」
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（写真）質問する大平喜信議員＝９日、衆院文科委


　日本共産党の大平喜信議員は、９日の衆院文科委員会で、校外での高校生の政治活動を禁止・制限する文科省通知について取り上げ、学校への届出制とすることを含め、通知は憲法や子どもの権利条約に反すると追及しました。馳浩文科相は「学校が適切に判断」と繰り返すだけで答えられず、通知の不当性が浮き彫りになりました。

　大平氏は、通知が高校生の選挙活動・政治活動について尊重するとしながら「必要かつ合理的な範囲で制限する」とするのは矛盾していると追及。「誰が制限・禁止する活動だと判断するのか」「街頭演説の一つひとつを事前に全て届け出させるのか」「政党に入党したら届け出させるのか」と指摘。馳浩文科相は「必要かつ合理的な範囲内となるように、各学校等において適切に判断する」との答弁を繰り返しました。大平氏は「高校生の政治活動の委縮を招く」と批判しました。

　大平氏は、通知を受けて愛媛県教育委員会が届出制導入のために校則改定に踏み込む一方、宮城県や愛知県では届出制は必要ないと判断していると紹介。「ある県では届け出が必要で、その隣の県では必要ないという。こんなことを認めるのか」と追及しました。馳氏は「異なることはありうる」と無責任な態度を示しました。

　大平氏は「憲法の規定と届け出制は両立しない。高校生たちも政治活動の自由が全面的に保障されるべきだ」と述べ、文科省通知の撤回を求めました。

産経新聞2016.3.10 05:00更新 
【ケネディ大使単独インタビュー】日米同盟を「希望の同盟」に　安保法制「最も重要な進展」　留学生交流が「日米の根幹」

産経新聞のインタビューに答えるキャロライン・ケネディ駐日米国大使＝東京都港区の米国大使公邸（寺河内美奈撮影）
　「米国と日本の関係は、これまでになく強靱（きょうじん）です」
　産経新聞との単独会見でこう断言したケネディ駐日大使が担う最も大きな責務の一つは、日米関係の発展と強化だ。
　大使は、昨年９月に成立した新たな安全保障関連法と４月の日米防衛協力指針の再改定を、自身が在任中に実現した日米のパートナーシップに関する「最も重要な進展だ」と強調。日米同盟が安倍晋三政権の下で「より安全で繁栄した世界」に向けた「希望の同盟」となることに期待を表明した。
　加えて、日米の「絆」の強化に関して大使が特に熱心に訴えたのが、東日本大震災での米国による復興支援と、日米両政府が進める留学生交流の活発化だ。
　大使は最近、ニューヨークと宮城県石巻市の子供たちによる被災地での交流活動を企画したことを明らかにした。その中で、詩作が好きな参加者の子供が、書きためていた詩の冊子を津波で流されたが何カ月も後に見つけ出し、ニューヨークの子供たちに現物を見せたという。その子は震災後、詩を書くのをやめていたが、大使は「交流後、再び詩を作ろうとしていると聞いた」としている。
　大使は「芸術は真に人々を結び付ける」と指摘、ハーバード大で美術を専攻し、メトロポリタン美術館にも勤めるなどして深めた芸術の素養を日米親善の取り組みにも反映させていることを示した。
　そして大使は、留学生交流こそが日米同盟の根幹に関わる重要な活動だと力を込める。日本から米国への留学生は、１９９９年前後の約４万７千人をピークに現在は半減している。
　大使は「現代の世界で、一国だけで解決できる問題はなくなった」とし、「他の国の人々がどう考えるかを理解し、他国と協力して働ける」国際感覚のある人材があらゆる世代で求められていると主張。政府間の取り組みに加え、日米の企業に留学生をインターンとして受け入れたり、短期留学プログラムを拡大したりするなどの措置を提唱した。
　日米同盟はつまるところ「人と人のつながり」であるとして、民間交流に精力的に取り組む姿は、ケネディ大統領の娘として日米の一般国民から絶大な知名度を誇る大使の面目躍如といえる。（黒瀬悦成）
産経新聞2016.3.10 01:00更新 
【ケネディ大使単独インタビュー】「被災地復興に米国は関与し続ける」　新安保関連法後の日本の役割に期待　産経新聞と単独会見
　キャロライン・ケネディ駐日米大使は９日までに都内の大使公邸で産経新聞の単独会見に応じた。大使は発生から５年を迎える東日本大震災の被災地の復興支援に関し、「米国はこれからも復興に関与し続ける」と述べた。また、新たな安全保障関連法の成立を受けた日本の地域安保の役割に期待を表明したほか、南シナ海問題などを抱える中国に日米が緊密に連携して対処する考えを強調した。
　ケネディ大使は約２年前の就任後、被災地をたびたび訪問。大使は復興の現状について「膨大な挑戦の足跡に感銘を受けてきた」と語り、被災地は復興を遂げるとの考えを示した。
　「トモダチ作戦」に参加した米兵には、個人的に東北地方で慈善活動を続けている者もいるという。大使は、米政府や国民が被災地の復興に関わり続けることは「疑いない」と述べた。
　また、日米の同盟関係は「これまでになく強靱（きょうじん）だ」と位置づけ、昨年成立した新安保関連法により、「日本政府が自国や地域、より広い世界の安全保障の強化に向けた取り組みを続けるにあたり、より大きな柔軟性を与えることになる」と指摘し、幅広い分野での日米協力に期待を示した。
　南シナ海問題に関しては「引き続き２国間および米日同盟の枠組みの中で対処していく」と述べた。
　日韓関係では、慰安婦問題をめぐる日韓合意を歓迎し、日米韓の協力態勢が整うなど「地域は日韓関係改善の恩恵を確実に受けている」と指摘した。
　また、韓国の朴（パク）槿恵（クネ）大統領の名誉を毀損（きそん）したとして、産経新聞の加藤達也前ソウル支局長が韓国で裁判にかけられ、無罪判決を受けたことに関連し、言論の自由と法の支配の擁護には「どの国においても不断の努力が必要だ」と語り、その重要性を強調した。
沖縄県が抗告訴訟取り下げ
　沖縄県は９日、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、翁長雄志知事による埋め立て承認取り消しの効力を回復するために那覇地裁に提起していた抗告訴訟を取り下げた。福岡高裁那覇支部で４日に成立した代執行訴訟の和解を受けた措置。（時事通信2016/03/09-17:36）
政府と沖縄県 解決に向けた協議前に対立先鋭化の兆し
ＮＨＫ3月9日 4時16分
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アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る裁判で、国と沖縄県は先に和解しましたが、翁長知事があくまでも移設計画の阻止を目指す考えを強調したのに対し、菅官房長官は和解条項に反しているとして不快感を示すなど、近く始める協議を前に両者の対立が、再び先鋭化し始めています。
アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る裁判で、国と沖縄県の和解協議が成立したことを踏まえて、政府は和解条項に沿って、沖縄県の翁長知事に対し、基地の移設先の埋め立て承認の取り消しを是正するよう指示しました。これに対して、翁長知事は国の是正指示には応じられないとしていて、最終的には改めて裁判となる可能性が高まっています。
　これに関連して、翁長知事は８日の県議会で、改めて行われる裁判で判決が出た場合には和解条項に沿って判決には従うものの、あくまでも移設計画の阻止を目指し、あらゆる手段を取る考えを強調しました。これに対し、菅官房長官は「裁判に負けることを考えて発言されたのかなと思うが、なぜ、そのような発言をされたのか、よく分からない」と述べ、翁長知事の発言は和解条項に反しているとして不快感を示しました。
　政府と沖縄県は円満な解決に向けて、近く協議を始める方針ですが、協議を前に両者の対立が再び先鋭化し始めています。 
和解受け沖縄県取り下げ、国と争った３訴訟終了

読売新聞2016年03月09日 20時06分

　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）移設を巡る代執行訴訟で国と県が和解したことを受け、県は９日、埋め立て承認取り消し処分の効力を一時停止した国土交通相の決定は違法だ、として那覇地裁に起こしていた訴訟を、取り下げた。

　今月４日、福岡高裁那覇支部で係争中だった代執行訴訟で国と県の和解が成立。承認取り消しに対する国交相への審査請求などを沖縄防衛局が取り下げた。このため県は「訴えの利益がなくなった」として９日、地裁に取り下げを通知した。

　辺野古への移設を巡り、国と県が争った三つの訴訟はこれですべて終わった。

しんぶん赤旗　2016年3月10日(木)

国の是正指示 不誠実　赤嶺氏　辺野古和解めぐり追及
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（写真）質問する赤嶺政賢議員＝８日、衆院安保委


　日本共産党の赤嶺政賢議員は８日の衆院安全保障委員会で、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、政府が裁判所から提示された和解案を受け入れた（４日）直後に、沖縄県に対し埋め立て承認取り消しを是正するよう指示（７日）した問題を追及しました。

　和解条項では、政府が埋め立て工事を中止し、県との円満解決に向けた協議を行い、訴訟になった場合には双方が判決に従うことが盛り込まれています。安倍首相は沖縄県の翁長雄志知事との会談で「今後は誠意をもって協議を続け、円満解決に向けて話し合いたい」（４日）と述べていました。

　赤嶺氏が「政府として、いつどこで是正指示を出すと決めたのか」と追及したのに対し、中谷元・防衛相は「和解条項の中に書かれている」と述べ、当初からただちに是正指示を出す方針だったことが浮き彫りになりました。

　赤嶺氏は「円満解決のためこれから協議に入るときに是正指示を出すとは、沖縄の立場からみれば非常に不誠実な対応だ」と国の立場を一方的に押し付ける姿勢を批判しました。

　赤嶺氏は、戦後の強制的な土地収用が普天間基地問題の原点だと指摘し、今後の県との協議で「戦中・戦後の沖縄の歴史、特に米軍基地の形成過程に係る国際法上の合法性も含めた検証」を行うことを求めました。

　中谷氏は沖縄県民の心情や実情を考慮しながら協議を進める考えを示しました。

アダムズ即時導入を否定＝衆院選改革－安倍首相
　安倍晋三首相は９日の参院本会議で、衆院選挙制度改革に関し「定数１０削減を実施する方針を既に示している」とした上で、「制度の安定性を勘案し、影響が最小限になるような方法による必要がある」と指摘した。都道府県への定数配分を抜本的に見直すアダムズ方式の即時導入に否定的な立場を改めて示したものだ。民主党の尾立源幸氏への答弁。　
　同方式について民主党や公明党などは即時導入を求めているが、首相は２０２０年の大規模国勢調査以降に適用する意向を示しており、こうした対応は「（衆院議長が諮問した）調査会答申の指摘にのっとっている」と主張。「各党各会派が答申を尊重し、早期に結論を得ることで国民の負託に応えるべきだ」と語った。（2016/03/09-12:04）
自民に新方式導入議論働き掛け　選挙制度改革で衆院議長

共同通信2016/3/9 12:37

　大島衆院議長は9日、自民党の谷垣幹事長と衆院議長公邸で会談した。衆院選挙制度改革をめぐり、有識者調査会が「1票の格差」是正に向けて提案した新たな議席配分方法「アダムズ方式」の導入について、党内での議論を速やかに始めるよう働き掛けたとみられる。自民党は近く衆院選挙制度改革に関する合同会議を開く方針だ。

　安倍首相は9日の参院本会議で、選挙制度改革をめぐり「今後、各党が答申を尊重し、真摯に議論を行い、早期に結論を得ることで国民の負託にしっかり応えていくべきだ」と強調。公明党が主張する2015年の簡易国勢調査に基づく定数削減については、慎重な構えを示した。

衆院議長と自民幹事長 選挙制度巡り意見交換
ＮＨＫ3月9日 12時44分
大島衆議院議長は９日午前、議長公邸で自民党の谷垣幹事長と会談し、衆議院の選挙制度の見直しを巡って各党から意見を聞いた結果を伝えるとともに、今後の議論の進め方を巡って意見を交わしたものとみられます。
衆議院の選挙制度の見直しを巡って、大島衆議院議長は８日まで各党から意見を聞きました。
９日の会談で、大島氏は谷垣幹事長に対し、有識者調査会の答申に盛り込まれた定数１０の削減と、「アダムズ方式」と呼ばれる、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式の導入については、おおむね各党は賛成の立場だったことを伝えたものとみられます。
　そのうえで大島氏と谷垣氏は、できるだけ幅広い合意の形成に向けて、今後の議論の進め方を巡って意見を交わしたものとみられます。
　一方、公明党の漆原中央幹事会会長は東京都内で記者団に対し、「各党と自民党との間で、アダムズ方式を導入するかどうかという点で、まだ少し違いはあるが、大島議長が今後調整されると思う。自民党もアダムズ方式を導入するという同じ土俵に乗ったうえで、いつの時期に導入するのかという順番になってくる」と述べ、自民党にアダムズ方式を導入する方針を明確にするよう求めました。 
産経新聞2016.3.10 05:00更新 
【衆院選挙制度改革】揺れる公明党　アダムズ方式導入めぐり、野党と平成２７年か与党協調か…
　衆院選挙制度改革の合意形成に向け、自民党は選挙区の定数配分に「アダムズ方式」の採用を認める代わりに、公明党に対しては「平成２７年簡易国勢調査が基準」と主張する導入時期を５年後ろ倒しして歩調を合わせるよう求める。野党は、与党を分断しようと公明党の主張を丸のみする抱きつき戦術に出てきており、同党の対応も焦点となってきた。
　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は９日、都内で自民党の二階俊博総務会長と会談し、衆院選挙制度改革の流れについて協議。漆原氏は会談後、記者団に「アダムズ方式を使うという同じ土俵に乗った上で、（定数配分の基準とする国勢調査を）いつにするかという順番になる」と説明した。
　公明党が２７年簡易調査からのアダムズ方式導入にこだわるのは、衆院選の「一票の格差」をめぐる最高裁判決を重視しているからだ。判決は、都道府県にあらかじめ１議席ずつ配分する「１人別枠方式」の見直しを求めており、「アダムズ方式への態度を曖昧にして次期衆院選に臨めば、『違憲』『無効』の判決が出かねない」（党幹部）との危惧がある。
　自民党は調整が必要な現職議員が多いことを踏まえ、導入は「３２年国勢調査から」と主張しており、なお公明党と開きがある。さらに、民主党など主要野党が公明党に同調したことで、「公明党は、はしごから容易に降りられなくなった」（自民党幹部）という事情もある。
　ただ、公明党にとって、夏の参院選を前に与党の足並みを乱したくないのも本音。そこで、自公両党の溝を埋める懸け橋となりそうなのが、大島理森衆院議長だ。
　公明党の井上義久幹事長は７日、大島氏と面談し、「アダムズ方式導入は２７年国勢調査」とする見解を改めて伝える一方、「議長のイニシアチブに期待したい。具体的な話があれば党内で議論したい」と柔軟な姿勢をみせた。公明党幹部は「議長の裁定案次第では『３２年国勢調査から』と歩調を合わせる余地がある」と指摘する。
　二階氏は９日の漆原氏との会談後、自公の見解の違いを指摘する記者団に対し、自信たっぷりに答えた。
　「しまいには、まとまる」
（清宮真一）
産経新聞2016.3.10 05:00更新 
【衆院選挙制度改革】自民、平成３２年国調からアダムズ導入へ　大島議長の裁定案が焦点
　自民党は衆院選挙制度改革をめぐり、衆院議長の諮問機関が「一票の格差」是正に向けて答申した新たな定数配分方式「アダムズ方式」を平成３２年の国勢調査に基づき導入する方針を固めた。関係者が９日、明らかにした。公明党が導入方針を明確にするよう強く求めており、今国会で改革案を盛り込んだ公職選挙法改正案を成立させるには方針転換が不可欠と判断した。
　自民党の谷垣禎一幹事長は９日、公明党の井上義久幹事長と都内で会談した。井上氏は「自民党がまずアダムズ方式導入を決断しないと協議が前進しない」と求めた。谷垣氏はこの後、大島理森議長、安倍晋三首相とそれぞれ会談した。
　大島氏は近くアダムズ方式の導入時期などに関する裁定案を示す方針で、谷垣氏は裁定案の受け入れに向けて同方式を３２年国調に基づいて導入する方向で調整したとみられる。
産経新聞2016.3.9 09:29更新 
衆院選挙改革、公明案容認広がる　孤立感深める自民
　衆院選挙制度改革をめぐり、自民党が孤立感を深めている。人口比をより反映する「アダムズ方式」に基づく定数配分について、民主、維新両党やおおさか維新の会などが、「平成２７年簡易国勢調査から」とする公明党案に同調したが、自民党は「３２年の国勢調査以降」と譲らないからだ。大島理森衆院議長は週内にも谷垣禎一幹事長らと再会談し、同方式の採用時期などについて協議する考え。
　大島氏は８日、複数の野党から意見を聴取した。このうち共産党は定数削減に反対したが、おおさか維新など他の野党は２７年簡易国調でアダムズ方式を導入する公明党案を容認した。
　民主党は２２年国調での導入を主張していたが、７日の聴取で、公明党案を認める方針に転換。枝野幸男幹事長は８日、記者団に「２２年か２７年かというのは技術的な問題で、こだわるものではない」と述べている。
　アダムズ方式は衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申に盛り込まれ、２７年国調から導入すれば、選挙区は「９増１５減」となる。調整が必要な現職議員が多い自民党は影響の少ない「０増６減」にとどめたい意向で公明党案への譲歩は難しい。
　野党の真の狙いは、夏の参院選を前に、自公にくさびを打ち込むことにある。公明党の北側一雄副代表が７日、自民党の３２年国調導入案について「検討すべき事項だ」と含みを持たせたが、野党の抱きつき戦術に先手を打たれた形だ。
高浜原発３号機 停止作業へ 仮処分の決定受け
ＮＨＫ3月10日 5時01分
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福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機について、大津地方裁判所は９日、稼働中の原発に対して初めて運転の停止を命じる仮処分の決定を出しました。仮処分の効力が生じているため、関西電力は１０日午前１０時ごろから運転中の３号機の原子炉を止める作業を開始し、予定どおりに進めば１０日夜には原子炉が停止する見込みです。
関西電力・高浜原発３号機と４号機について、大津地方裁判所は９日、「福島の原発事故を踏まえた事故対策や緊急時の対応方法などに危惧すべき点があるのに、関西電力は十分に説明していない」などと指摘し、滋賀県内の住民の申し立てを認めて運転の停止を命じる仮処分の決定を出しました。稼働している原発の運転の停止を命じる仮処分の決定は初めてです。
　仮処分の効力がすでに生じているため、関西電力は１０日午前１０時ごろから、稼働中の３号機の原子炉を止める作業を開始することにしています。原子炉内の核分裂反応を抑える３２本の制御棒を順次入れ、作業が予定どおりに進めば午後８時ごろには原子炉が停止する見込みです。３号機はことし１月に再稼働してから１０日までの４２日間稼働しましたが、再び運転が止まることになります。
　関西電力は、仮処分の決定の取り消しを求めて近く、大津地裁に異議を申し立てることにしています。裁判所の今後の審理で決定が覆らなければ、３号機では原子炉が停止した状態が続くことになります。
　一方、４号機では、先月に再稼働したあと原子炉が自動停止するトラブルが起き、関西電力が早期の運転再開を目指していましたが、再開の時期は見通せなくなっています。 
高浜原発運転差し止め＝稼働中で初、３号機停止へ－「安全の証明不十分」・大津地裁
　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）は安全性が確保されていないとして、滋賀県の住民２９人が再稼働差し止めを求めた仮処分申請で、大津地裁は９日、関電に運転差し止めを命じる決定を出した。山本善彦裁判長は「過酷事故対策などに危惧すべき点があるのに、安全性の確保について関電は主張や証明を尽くしていない」と判断した。仮処分決定は直ちに効力が生じるため、関電は運転中の３号機を１０日に停止させる。
　高浜３、４号機の差し止め決定は昨年４月の福井地裁に続き２件目。運転中の原発を止める仮処分決定は初めて。
　関電は決定を不服とし、異議と執行停止を申し立てる。３号機は１０日午前１０時から出力を落とす作業を始め、同日午後８時に停止する予定。
　山本裁判長は決定で「東京電力福島第１原発事故の原因究明は道半ばだ」と指摘。事故を踏まえた新規制基準の過酷事故対策について、「関電の主張や証明の程度では、新規制基準や（原子力規制委員会が審査で与えた）設置変更許可が、直ちに公共の安寧の基礎になると考えることをためらわざるを得ない」と述べた。（時事通信2016/03/09-20:17）2016/03/09-20:17
新基準への不信あらわ＝福島事故の反映「不十分」－高浜差し止め・大津地裁
　大津地裁は９日、関西電力高浜３、４号機（福井県高浜町）の運転差し止めを命じた。稼働中の原発の停止を命じた初の司法判断。地裁は仮処分決定の中で、関電が再稼働の根拠に据えた原子力規制委員会の新規制基準が、東京電力福島第１原発事故の教訓を十分に反映していないと指摘し、不信感をあらわにした。
　決定は、新規制基準の策定の契機となった福島原発事故について、「原因究明は道半ばの状況だ」と指摘。電力会社だけでなく、原因究明が不十分な中で策定された新基準を「世界最高水準」（田中俊一委員長）と誇る規制委の姿勢にも「非常に不安を覚える」と厳しい目を向けた。
　特に、想定外とされていた津波などが福島第１原発事故の甚大な被害を引き起こしたことを踏まえ、「過ちに真摯（しんし）に向き合うならば、十二分の余裕を持つことを念頭に置き、見落としがあっても致命的な事態に陥らない思想で基準を策定すべきだ」と強調した。
　非常用電源の確保など過酷事故対策や、地震想定に用いる断層の評価、使用済み燃料プールの耐震性や事故時の冷却方法など、規制委が審査で「基準を満たす」と判断した具体的内容にも踏み込み、「裁判所に対し（安全だとする）十分な資料が提供されていない」と軒並み疑問符を付けた。（時事通信2016/03/09-19:24）
高浜原発３・４号機、運転差し止め　大津地裁が仮処分
朝日新聞デジタル2016年3月9日21時55分

高浜原発３号機（左）と４号機＝福井県高浜町、朝日新聞社ヘリから





　１～２月に再稼働した関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）をめぐり、大津地裁の山本善彦裁判長は９日、福井に隣接する滋賀県の住民２９人の訴えを認め、稼働中の原発に対しては初めて２基の運転を差し止める仮処分決定を出した。福島原発事故の原因が解明されていない中で、地震・津波への対策や避難計画に疑問が残ると指摘。安全性に関する関電の証明は不十分と判断した。
　関電は１０日から営業運転中の３号機の停止作業に入る。一方で、決定の取り消しを求める保全異議や効力を一時的に止める執行停止を地裁に申し立てる方針。それらが認められない限り、差し止めの法的効力は続く。
　決定は、安全性の立証責任は資料を持つ電力会社側にもあるとし、十分に説明できない場合はその判断に不合理な点があると推認されるという立場をとった。
　そして東京電力福島第一原発事故の重大性を踏まえ、原発がいかに効率的でも、事故が起きれば環境破壊の範囲は国境を越える可能性すらあると指摘。安全基準は、対策の見落としで事故が起きても致命的にならないものをめざすべきだとした。そのうえで、前提となる福島事故の原因究明は「今なお道半ば」と言及。その状況で新規制基準を定めた国の原子力規制委員会の姿勢に「非常に不安を覚える」とし、新規制基準や審査について「公共の安寧の基礎となると考えることをためらわざるを得ない」と述べた。
　そのうえで、高浜原発の過酷事故対策について検討。電力会社が耐震設計の基本とする揺れの大きさ（基準地震動）について、関電が前提とした活断層の長さは正確といえず、十分な余裕があるとは認められないと判断。１５８６年の天正地震で高浜原発のある若狭地方が大津波に襲われたとする古文書も挙げ、関電の地震・津波対策に疑問を示した。さらに、新規制基準でも使用済み核燃料プールの冷却設備の耐震性は原子炉などに比べて低いレベルとされ、関電もプールの破損で冷却水が漏れた場合の備えを十分に説明できていないと述べた。
　また、高浜原発の近隣自治体が定めた事故時の避難計画に触れ、「国主導の具体的な計画の策定が早急に必要」と指摘。「この避難計画も視野に入れた幅広い規制基準が望まれ、それを策定すべき信義則上の義務が国には発生している」と述べ、新規制基準のもとで再稼働を進めている政府に異例の注文をつけた。
　高浜原発から約３０～７０キロ圏内に住む今回の住民らは、過酷事故が起きれば平穏で健康に暮らす人格権が侵されると訴え、決定もそのおそれが高いと認めた。
（島崎周）
　　　　　◇
　大津地裁の仮処分決定を受け、関西電力は営業運転中の高浜３号機（出力８７万キロワット、福井県高浜町）の停止作業を１０日午前１０時ごろから始める。３号機の原子炉に核分裂反応を抑える制御棒を差し込み、約１０時間後に完全に止まる予定だ。止める期間が長くなると判断すれば、原子炉から核燃料を取り出し、貯蔵プールに移す。
　高浜３号機は１月２９日に再稼働し、２月２６日から営業運転。その日には４号機も再稼働したが、３日後の２９日に発電・送電作業中のトラブルで原子炉が緊急停止した。３月９日に原因と対策を原子力規制委員会に出したが、この日の仮処分決定で動かせなくなった。
　関電は高浜の２基が運転できなくても、代わりに火力発電所を動かすことで「当面の電力の安定供給は確保できる」としている。八木誠社長は高浜３、４号機が営業運転に入れば、５月１日から料金を値下げすると表明していたが、先送りする方向だ。
　　　　　◇
■決定理由の骨子
・原発の安全性の立証責任は関電側にもあり、十分説明できない場合は判断に不合理な点があると推認される
・福島原発事故の徹底した原因究明がなく、新規制基準はただちに安全性の根拠とはならない
・過酷事故時の安全対策が十分とは証明されていない
・国主導での具体的な避難計画の策定が必要。関電も避難計画を含む安全確保策に意を払うべきだ
　　　　　◇
　〈高浜原発３、４号機〉　東京電力福島第一原発とは異なる加圧水型炉（ＰＷＲ）で、ともに８７万キロワット。１９８５年に運転を開始した。２０１１年３月の東日本大震災発生後、３号機は１２年２月、４号機は１１年７月から定期検査のため運転を停止。原子力規制委員会の適合性審査をへて、今年１、２月にそれぞれ再稼働した。４号機は２月末、変圧器の保護機器のトラブルのため緊急停止。冷温停止の状態に戻している。
小泉元首相「この決定は当然だ」　高浜原発差し止めで
朝日新聞デジタル関根慎一　2016年3月9日19時50分
　「この決定は当然だ。原発ゼロに切り替えるべきだ。やればできるんだから」。小泉純一郎元首相は９日、高浜原発３、４号機の運転差し止めを命じた大津地裁の決定を受け、安倍政権に原発再稼働をやめるよう訴えた。朝日新聞の取材に答えた。
　小泉氏は決定について「根強い原発に対する不安や、原発事故を起こしてはいけないという、国民の意思をよく受け止めたものではないか」と述べた。また、運転開始から４０年を超えた高浜原発１、２号機が新規制基準に適合すると認められたことについて「原則４０年で廃炉にするルールを破った。安全第一といいながら、収益第一になっている」と批判した。（関根慎一）
高浜原発３・４号機 運転停止命じる仮処分決定
ＮＨＫ3月9日 19時34分
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福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機について、大津地方裁判所は、「住民の生命や財産が脅かされるおそれが高いのに、関西電力は安全性の確保について説明を尽くしていない」として稼働中の原発に対して初めて、運転の停止を命じる仮処分の決定を出しました。関西電力は、異議を申し立てることにしていますが今回の決定によってすみやかに原子炉を止めなければならなくなりました。
福井県にある関西電力・高浜原発３号機と４号機について、滋賀県内の住民２９人は、再稼働前の去年１月、運転の停止を求める仮処分を申し立てていました。これについて、大津地方裁判所の山本善彦裁判長は９日、３号機と４号機の運転の停止を命じる決定を出しました。
　決定では「関西電力が原発の周辺で行った断層の調査は、周辺のすべてで徹底的に行われたわけではないうえ、地震の最大の揺れを評価する方法はサンプルが少なく科学的に異論のない方法と考えることはできない」と指摘しました。そのうえで、「福島の原発事故を踏まえた事故対策や津波対策、避難計画についても疑問が残る。住民の生命や財産が脅かされるおそれが高いにもかかわらず、関西電力は安全性の確保について説明を尽くしていない」として、３号機と４号機の運転の停止を命じる決定を出しました。
　決定はさらに、「福島の事故の大きさに真摯（しんし）に向き合って同じような事故を防ぐためには、原因の究明を徹底的に行うことが不可欠だが、この点についての会社の説明は不十分だ。もし会社などが原因究明を重視しないという姿勢であれば非常に不安を覚える」と指摘しました。
　関西電力は、９日の決定の取り消しを求めて異議を申し立てる方針ですが、仮処分は直ちに効力が生じるため、稼働中の３号機の原子炉を速やかに止めなければならなくなりました。稼働中の原発の運転の停止を命じる仮処分の決定は初めてです。
　高浜原発は、ことし１月に３号機が、先月に４号機が、新しい規制基準のもとで再稼働しましたが、４号機では、再稼働の３日後の先月２９日に原子炉が自動停止するトラブルが起きています。また、高浜原発３号機と４号機を巡っては、福井地方裁判所が去年４月、再稼働を認めない仮処分の決定をしましたが、去年１２月に福井地裁の別の裁判長がこの決定を取り消し、再稼働を認める判断をしています。
　原子力発電所を運転させないよう求める裁判所への申し立ては５年前の原発事故をきっかけに全国で相次いでいて、稼働中の原発にストップを命じた今回の決定は、各地の今後の審理に影響を与えることも予想されます。 
関西電力 １０日午後８時ごろ運転停止へ
関西電力は９日午後６時から大阪・北区の本店で記者会見を開きました。この中で会社側は、稼働中の３号機の原子炉について、１０日午前１０時ごろから停止作業に入り、午後８時ごろに停止させる方針を明らかにしました。
そのうえで、仮処分の決定は到底承認できないとして、運転の停止を命じる決定の取り消しを求めて裁判所に異議申し立てを行う方針を明らかにしました。
　一方、関西電力は、先月、原発の再稼働にともなって、ことし５月から電気料金を値下げする方針を表明していましたが、９日の記者会見で会社側は仮処分の決定で５月からの値下げは困難になったという認識を示しました。
関西電力「承服できない 速やかに不服申し立てる」
仮処分の決定について関西電力はコメントを発表し「当社の主張を裁判所に理解いただけず極めて遺憾であると考え、到底承服できるものではない。この決定にしたがい、安全を最優先に運転中の高浜原発３号機を停止するが、今後速やかに不服申し立ての手続きを行い、早期に仮処分命令を取り消していただくよう、高浜原発３号機と４号機の安全性の主張と立証に全力を尽くす」としています。
官房長官「再稼働方針は不変」
菅官房長官は９日午後の記者会見で、「仮処分命令が出たことは承知しているが、詳細についてはまだ報告を聞いていない」と述べました。そのうえで、菅官房長官は、「高浜原子力発電所３号機と４号機は、独立した原子力規制委員会が、専門的見地から十分時間をかけて、世界最高水準と言われる新規制基準に適合すると判断をしたものであり、政府としては、その判断を尊重して、再稼働を進める方針に変わりはない」と述べました。
　そして、菅官房長官は「国は本件の当事者ではなく、あくまでも仮の処分であることから、当事者である関西電力が今後の対応を決めると思うので、国としても注視していきたい」と述べました。
運転停止に複雑な反応
高浜原子力発電所３号機と４号機の運転停止を命じる仮処分の決定が出されたことについて、福井県高浜町の住民からは今後の影響を懸念する声が聞かれました。
　このうち、６０代の男性は「決定の内容をニュースで知りびっくりしたが、動いている原発を止めることは立地自治体の住民としては理解できない。今後、ほかの原発も運転が難しくなるのではないか」と話していました。また、６０代の女性は「原発は危険だという意見も分かるが、高浜原発がようやく再稼働し地域が活性化に向けて動きだしたところだったので、複雑な気持ちだ」と話していました。
　一方、２０代の女性は、「きょうの決定を聞くと原発の安全性について心配に思うので、いったん運転を止めて調査を行い対策を取ったうえで、安全に再稼働してもらいたい」と話していました。
住民と弁護団が報告会「鳥肌立つほど感動」
今回の仮処分を申し立てていた滋賀県内の住民と弁護団は、大津市内で報告会を開きました。この中で、住民の代表の辻義則さん（６９）は、「高浜原発３・４号機を運転してはならないという決定の主文を目にしたときは、鳥肌が立つほど感動した。裁判所が県民の願いに応えてくれた。３月１１日を前にこのような決定を出していただき、裁判長の思いも伝わってきた」と述べました。
　また、弁護団長を務める井戸謙一弁護士は「これまでの裁判では、国の基準を満たしてさえいれば原発は安全だと立証できた。電力会社にとってはその立証は簡単なことだったが、今回の決定では規制基準に合格したかどうかだけでなく、福島第一原発の事故を踏まえていかに具体的な安全策を取ってきたかが検討された」と指摘し、「冷静な判断を示した裁判所に深い敬意を表したい」と述べました。
高浜原発に停止命令　大津地裁「新基準で安全といえず」　稼働中で初

東京新聞　2016年3月10日 朝刊

 

	高浜原発３、４号機の運転を差し止める仮処分が決定し、垂れ幕を掲げる弁護士ら＝９日午後、大津地裁前で（中村千春撮影）
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　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転禁止を、隣接する滋賀県の住民が申し立てた仮処分で、大津地裁（山本善彦裁判長）は九日、「過酷事故対策や緊急時の対応方法に危惧すべき点がある」として運転を差し止める決定をした。決定は直ちに効力を持つ。二基のうち４号機はトラブルで既に停止中のため、関電は稼働中の３号機を十日に停止する。

　決定は東京電力福島第一原発事故の原因究明が進んでいない状況を重視し、政府が「世界一厳しい」と強調する原子力規制委員会の新規制基準に「関電の主張や説明の程度では公共の安心、安全の基礎と考えるのはためらわざるを得ない」と疑問を呈した。

　仮処分決定で稼働中の原発が止まるのは全国で初めて。原発事故後、再稼働や運転を禁止する司法判断は三例目。うち新基準に適合して既に再稼働した原発に対するケースも初となる。

　関電は「極めて遺憾。到底承服できない」として不服申し立ての手続きを取るが、判断が覆らなければ運転は再開できない。

　申し立てた住民は原発の半径約七十キロまでの範囲に居住。各地の原発で同じ条件を当てはめれば立地県外でも多くの自治体に影響し、広域被害の議論に一石を投じそうだ。

　決定理由で山本裁判長は「単に発電の効率性をもって甚大な災禍と引き換えにすべき事情とは言い難い」と指摘。関電に対し、綿密な立証責任を課した。

　大津地裁の仮処分決定は二度目で、前回の審理も山本裁判長が担当して一四年十一月に「再稼働は差し迫っていない」と却下。住民側は一五年一月に再び申し立てた。

しんぶん赤旗　2016年3月10日(木)

高浜原発 運転差し止め　稼働中で初めて　３・４号機 大津地裁が仮処分決定

　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）は安全性が確保されていないとして、滋賀県の住民２９人が再稼働差し止めを求めた仮処分申請で、大津地裁（山本善彦裁判長）は９日、「過酷事故対策などで危惧すべき点があり、津波対策や避難計画にも疑問が残るのに、関電は主張を尽くしていない」として、運転停止を命じる仮処分の決定を出しました。高浜原発３、４号機の差し止め決定は昨年４月の福井地裁に続き２件目。運転中の原発の運転停止を命じる仮処分決定は初めてです。４号機はトラブルによって運転停止中で、関電は運転中の３号機の運転を１０日に停止すると発表しました。
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（写真）高浜原発の運転差し止め決定を喜ぶ申立人ら＝９日、大津市


過酷事故対策　避難計画に疑問

　「勝利の瞬間、涙が出てきました。動いている原発を止める仮処分決定は画期的で、『原発ゼロ』をめざす全国の運動にものすごく影響がある」と、大津地裁に駆けつけた大津市の男性（６５）は喜びます。

　住民側は、関電が高浜原発で想定する地震の揺れなどでは、安全を担保する上で不十分だと指摘。事故が起きれば放射性物質で琵琶湖が汚染され、人格権を侵害されると主張しました。一方、関電は、高浜原発は新規制基準に適合しており、安全は確保されていると反論していました。

　大津地裁の決定は、東京電力福島第１原発事故の原因究明が「道半ば」だとして、「原因究明を徹底的に行うことが不可欠」と指摘。「避難計画をも視野に入れた幅広い規制基準が望まれる」など原発の新規制基準が福島第１原発事故の教訓を踏まえていないことを指摘しています。

　また、想定する地震の揺れについて関電の調査の疑問点などについて、十分な主張がされていないと繰り返し指摘。過酷事故対策なども「危惧すべき点がある」とし、住民の人格権が侵害される恐れが高いにもかかわらず、関電は「主張を尽くしていない」としました。

　関電は決定を不服として異議と執行停止を申し立てるとしています。

画期的な判断　小池政策委員長が談話

　日本共産党の小池晃政策委員長は９日、談話を発表しました。

◇
　大津地裁は、本日、関西電力高浜原発３、４号機の運転停止を命じる仮処分決定を行いました。新規制基準に「合格」して再稼働した原発の運転停止を命じる仮処分決定は初めてです。

　２０１４年５月の大飯原発３、４号機差し止め判決、２０１５年４月の高浜原発３、４号機再稼働差し止め仮処分決定に続く、画期的な司法判断です。

　安倍政権と電力会社は、この度重なる判断を重く受け止め、高浜原発はもとより、全国の原発の再稼働を直ちに断念すべきです。

　日本共産党は、原発再稼働を許さず、原発ゼロの日本を実現するため、全国のみなさんとともに全力を尽くします。

稼働中の原発の運転停止命じる初の仮処分決定 その理由は
ＮＨＫ3月9日 19時36分
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福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機について、大津地方裁判所は、「福島の原発事故を踏まえた事故対策や緊急時の対応方法に危惧すべき点があるのに関西電力は十分に説明していない」として運転の停止を命じる仮処分の決定を出しました。稼働中の原発の運転の停止を命じる仮処分の決定は初めてです。
決定の理由などについて詳しい解説です。
原発の運転停止決定 電力会社が十分に説明したか基準に判断
ＮＨＫ3月9日 19時43分
今回の決定で裁判所は、それぞれの争点に対して電力会社が十分に説明を尽くしたかどうかを基準として判断を行っています。
決定の中で裁判所は、それぞれの争点に対する判断について、「今回は電力会社が安全性に関する資料の多くを持ち、実際に原発を運転していることを踏まえると、まず電力会社が主張や説明を十分行うべきだ。説明などが尽くされない場合は、不合理な点があると事実上推定されるというべきだ」としています。
　さらに福島第一原発の事故で大きな被害が出たことも重視し、「原発の事故を踏まえて規制が具体的にどのように強化され、電力会社がどのように対応したのかについても主張が尽くされるべきだ」としていて、電力会社に対する厳しい姿勢を明確にしています。
　今回の決定はこうした枠組みに沿って、想定される最大規模の地震の揺れ「基準地震動」についてや、事故への対策、避難計画など個別の争点について判断を行っています。 
「基準地震動 十分な説明なし」
「基準地震動」は地震で原発が最大でどのくらいの強さの揺れに襲われるかを想定したもので、今回争点の１つになりました。
　原発の新しい規制基準で、安全上重要な設備や機器はこの基準地震動に耐えられるように設計することが求められています。これについて決定では、まず、「新たな規制基準そのものに合理性がないとは考えられず、関西電力が基準の要請にこたえる十分な検討をしたかが問題になる」としています。
　そのうえで、高浜原発の基準地震動を設定する根拠となる活断層について、「関西電力の調査は、海底を含む周辺領域すべてで徹底的に行われた訳でなく、断層が連動して動く可能性を否定できず、関西電力の評価は安全余裕を取ったと言えるものではない。原発の北側にある活断層の西の端の評価については、裁判所に十分な資料が提供されていない」などと述べ、調査や評価が不十分だとしています。
　また、基準地震動の策定についてはまず、「断層の長さから地震の規模を導く計算式はもとになったサンプル量が少なく、現段階では１つのよりどころとなる資料とみるべきで、相当な根拠や資料に基づいて説明すべきだが、この計算式で想定される地震の揺れが最大だと認められる十分な資料がない」としています。
　そのうえで、高浜原発の７００ガルとされた基準地震動について、「十分な基準地震動としてよいか十分な主張や説明がされたということはできない」としています。
　さらに想定される最大の津波について、「１５８６年に起きた天正地震に関する古文書で、若狭に大津波が押し寄せ多くの人が死亡した記載があり、この地震の震源が確実に海底だったと考えるべき資料はない。しかし、海岸から５００メートルほど内陸で津波の堆積物が確認された報告も見られ、関西電力の調査で大規模な津波が起きたと考えられないとまでいってよいか、疑問なしとしない」として、検討する必要があるとしています。
避難計画の妥当性を審査する基準策定を
今回の決定の中で、裁判所は、原発の過酷事故に備えた住民の避難計画について、国に対する指摘もしています。指摘では、「福島第一原発の事故で国民は、影響の及ぶ範囲の圧倒的な広さと、避難に大きな混乱が生じたことを知っている。その不安に応えるためにも、各自治体というより、国が主導して具体的で目に見える計画が早急に策定されることが必要だ」としました。そのうえで、「避難計画も視野に入れた幅広い規制基準が望まれる」として、住民の避難計画の妥当性を審査するための国の基準を策定するよう指摘しています。
新規制基準が安全の根拠「ためらわざるをえない」
今回の決定で大津地方裁判所は、関西電力が、福島第一原発の事故を踏まえて作られた新しい規制基準を安全性の根拠としていることについて、「福島第一原発の事故の原因究明は、建屋内での調査が進んでおらず、今なお道半ばの状態」として、津波が事故の主な原因かどうかさえ分からないと指摘しています。
　そのうえで、関西電力や原子力規制委員会が、事故原因の徹底的な究明に注意を払わないのであれば、「新しい規制基準に向かう姿勢に非常に不安を覚えるものといわざるをえない」と批判しています。
　さらに、「災害が起こるたびに『想定を超える』災害だったと繰り返されてきた過ちに真摯（しんし）に向き合うならば」「対策の見落としにより過酷事故が生じたとしても、致命的な状態に陥らないようにすることができるという思想に立って新規制基準を策定すべき」としたうえで、関西電力の説明は不十分で、新しい規制基準を直ちに安全の根拠とすることは「ためらわざるをえない」としています。
運転中の原発停止の司法判断は初めて
ＮＨＫ3月9日 17時37分
原子力発電所を巡る裁判で住民などの訴えが認められたケースは過去に４件ありますが、運転中の原発を停止させるのは初めてです。
福井県にある高速増殖炉「もんじゅ」を巡る裁判では、平成１５年に名古屋高等裁判所金沢支部が国の許可は無効だという判決を言い渡しましたが、その後、最高裁判所が取り消しました。
　住民などが電力会社に対して原発を運転しないよう求めた裁判では、平成１８年に金沢地方裁判所が石川県にある北陸電力・志賀原発２号機の運転を差し止める判決を言い渡したほか、おととし、福井地方裁判所が福井県にある関西電力・大飯原発３号機と４号機の運転を差し止める判決を言い渡しました。
　この２件は、電力会社が控訴したため判決の効力がすぐに生じることはなく、志賀原発については２審で判決が取り消され、大飯原発については今も２審で争われています。
　また、緊急の場合などに使われる仮処分の手続きでは、去年４月、福井地方裁判所が、福井県にある関西電力・高浜原発３号機と４号機の運転を認めない決定を出しました。
　仮処分はすぐに効力が生じますが、高浜原発はこのとき再稼働に向けた審査中で、原子炉を停止していたため、ただちに影響はなく、この決定は、去年１２月、福井地裁の別の裁判長に取り消されました。
　これまでの３件は、いずれも原発の運転に直接影響しませんでしたが、大津地方裁判所の９日の決定は、運転中の原発を初めて停止させることになります。
　決定の効力は、関西電力が異議を申し立てて決定が取り消されたり、仮処分に伴って行われる正式な裁判で判断が覆されたりしないかぎり続くことになります。 
各地の審理にも影響か
原子力発電所を運転させないよう求める裁判所への申し立ては、５年前の原発事故をきっかけに全国で相次いでいて、稼働中の原発にストップを命じた今回の決定は、各地の今後の審理にも影響を与えそうです。
原子力発電所を巡る裁判は、昭和４０年代後半から起こされていますが、５年前に福島第一原発の事故が起きると、改めて安全性を問う動きが広がりました。
　住民などのグループの弁護団によりますと、全国の裁判所に申し立てられた仮処分や集団訴訟は、現在、およそ３０件に上っているということです。
　このうち、去年、福井地方裁判所が、今回と同じ高浜原発３号機と４号機の再稼働を認めない決定を出したのに対して、福井地裁の別の裁判長は、関西電力の異議申し立てを受けて、この決定を取り消しています。
　また、鹿児島県の川内原発１号機と２号機についても鹿児島地方裁判所は、去年、川内原発の再稼働に反対する住民の申し立てを退けています。
　一方で、原発事故から５年となる１１日には、全国で３か所目に国の新しい規制基準に適合していると認められた愛媛県の伊方原発について、広島県の住民などが再稼働させないよう求める仮処分を申し立てる予定です。
　各地で原発の再稼働に向けた手続きが進むなかで、新たな申し立ても今後さらに増えると見られていますが、稼働中の原発にストップを命じた今回の決定は、司法が電力会社に対して厳しい姿勢を示したもので、各地の今後の審理にも影響を与えそうです。
稼働中の原発、初の停止命令…１０日に運転停止

読売新聞2016年03月09日 21時44分



高浜原発３、４号機の運転差し止め決定の垂れ幕を掲げる弁護士ら（９日午後３時４０分、大津市で）＝吉野拓也撮影

　大津地裁は９日、関西電力高浜原子力発電所３、４号機（福井県高浜町）の運転差し止めを関電に命じる仮処分を決定した。

　山本善彦裁判長は「原発の安全性が確保されていることについて、関電は説明を尽くしておらず、過酷事故（重大事故）対策などには危惧すべき点がある」と述べた。運転中の原発を停止させる司法判断は初めて。仮処分決定は訴訟の判決と異なり、切迫した危険を止めるため直ちに効力が生じることから、関電は１０日、運転中の３号機を停止する。

　関電は決定を不服として保全異議、決定の効力を止める執行停止をそれぞれ大津地裁に申し立てる方針。

　仮処分は、滋賀県の住民２９人が、大地震や津波で原発事故が起き、放射性物質で琵琶湖が汚染されるなどして生命に危険が及ぶとし、昨年１月に申し立てた。

高浜原発 　運転差し止め　稼働中、初の仮処分　大津地裁
毎日新聞2016年3月9日　15時49分（最終更新　3月10日　01時03分）
　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）を巡り、隣県の滋賀県内の住民２９人が運転の差し止めを求めた仮処分申請で、大津地裁（山本善彦裁判長）は９日、「安全性が確保されていることについて（関電側は）説明を尽くしていない」などとして、申し立てを認める決定を出した。３号機は原子力規制委員会の新規制基準に適合したと認定されて１月末に再稼働したばかりだが、仮処分は即座に効力が発生するため、関電は１０日、停止作業を始める。稼働中の原発の運転を停止させる仮処分決定は初めて。 
　関電は決定を不服として、保全異議申し立てと仮処分の執行停止の申し立てを同地裁にする方針。しかし、判断には一定の期間がかかるため、いったん原発を止める。１０日午前１０時に着手し、午後８時ごろに停止する予定。その後は、どちらかの申し立てが同地裁に認められない限り、３、４号機は再稼働できない。 
　申し立てた住民は避難計画の策定が必要な３０キロ圏の外に住み、原発事故が起きると平穏な暮らしが侵害されるなどと主張していた。決定で山本裁判長は「福島第１原発事故を踏まえ、原子力規制行政がどのように変化し、原発の設計や規制がどのように強化され、この要請にどう応えたかについて、関電は主張を尽くすべきだ」との考えを示した。 
　その上で電源確保などの過酷事故対策や、耐震設計の目安となる地震の揺れ「基準地震動」の算定方法などについて「危惧すべき点がある」と判断。さらに津波対策や避難計画についても「疑問が残る」などとし「（住民たちの）人格権が侵害される恐れが高いにもかかわらず、安全性が確保されていることについての説明が不十分」と結論付けた。 
　新規制基準についても「災害が起こる度に『想定を超える』災害であったと繰り返されてきた過ちに真摯（しんし）に向き合うならば、対策の見落としにより過酷事故が生じたとしても、致命的な状態に陥らないようにすることができるとの思想に立って策定すべきだ」と言及して規制委の姿勢を批判。原発事故による被害は甚大で「環境破壊の及ぶ範囲は我が国を越えてしまう可能性さえあり、発電の効率性と引き換えにすべき事情はない」とも述べた。 
　高浜３、４号機を巡っては、福井地裁が昨年４月に再稼働差し止めを命じる仮処分決定を出したが、同１２月の異議審で同地裁の別の裁判長が仮処分を取り消した。地元同意の手続きが完了していたため、関電は３号機を今年１月２９日、４号機を２月２６日に再稼働させた。４号機は同２９日に再稼働したが、直後のトラブルで原子炉が緊急停止したままになっている。【田中将隆】 
解説　再稼働、国の姿勢を批判 
　稼働中の原発の運転停止を命じた９日の大津地裁決定は、東京電力福島第１原発事故から５年がたとうとする今も、国民の不安が払拭（ふっしょく）されていない現状を司法が代弁したといえる。政府は司法の警告に真摯（しんし）に応える責務がある。 
　関西電力高浜３、４号機の再稼働差し止めを巡る大津地裁での仮処分申請は２度目で、山本善彦裁判長は２０１４年１１月、最初の申請を却下した。避難計画が策定されていないことなどを挙げ「原子力規制委員会が早急に再稼働を容認するとは考えがたい」と結論付けた。その際も基準地震動について「直近のしかも決して多数とはいえない地震の平均像を基にすることにどのような合理性があるのか」などと問いかけていた。 
　今回の決定は、前回示した懸念に関電側がきちんと答えないまま再稼働したことを厳しく批判し、国への不信感をにじませた結果といえる。原発再稼働の根拠そのものを疑問視する司法判断は、昨年４月の福井地裁決定に次ぎ２度目。別の裁判所が同じ結論を導いた意味を政府や電力会社は重く受け止めるべきだ。【村松洋】 
関電高浜原発３・４号機の運転差し止め　大津地裁仮処分決定 
日経新聞2016/3/9 15:42
　関西電力高浜原子力発電所３、４号機（福井県高浜町）の運転差し止めを滋賀県の住民が求めた仮処分申請で、大津地裁（山本善彦裁判長）は９日、運転を認めない決定をした。東京電力福島第１原発事故後に再稼働した原発の運転を禁止する司法判断は初めて。仮処分決定は、訴訟の判決と異なり直ちに効力が生じるため、２基はいずれも運転停止の状態に追い込まれる。
　今後の司法手続きで判断が覆らない限り運転は再開できず、関電の経営にとって大きな打撃となりそうだ。
　２基は2015年２月に国の安全審査に合格。３号機は今年１月に再稼働し、現在も運転を続けているが、４号機は翌２月に再稼働しながら、直後にトラブルが発生したため停止している。
　争点は、耐震設計で想定する最大の揺れの強さである基準地震動を700ガル（ガルは加速度の単位）とした関電の想定や、原子力規制委員会が定めた原発の新規制基準の妥当性。
　住民側は関電の想定が「安全を担保するには不十分」とした上で、事故が起きれば、滋賀県の住民も被曝（ひばく）、琵琶湖が汚染され近畿地方の飲み水に影響が出ると主張。新規制基準も安全レベルは低く、実効性のある避難計画も策定されていないと訴えている。
　関電側は「安全性は確保されている」などと反論していた。
　住民らは仮処分申請とともに運転停止を求める訴訟を起こしており、大津地裁で係争中。
　山本裁判長は高浜原発３、４号機について、再稼働前の14年11月の仮処分決定でも裁判長を務めており、この際は「再稼働が差し迫っていない」との理由から申し立てを却下していた。
　２基を巡っては福井地裁でも争われ、昨年４月に再稼働を認めない仮処分決定を出したが、同12月に別の裁判長が取り消し、住民側が名古屋高裁金沢支部に抗告している。
原発再稼働方針を堅持＝菅官房長官「規制委の判断尊重」－政府
　大津地裁による関西電力高浜原発３、４号機の運転差し止めの仮処分決定に対し、政府は原子力規制委員会の審査に合格した原発を順次再稼働させる方針を堅持する考えだ。菅義偉官房長官は９日の記者会見で、「規制委の判断を尊重して再稼働を進める方針に変わりはない」と強調した。
　菅長官は、高浜３、４号機について「規制委が世界最高水準と言われる新規制基準に適合すると判断した」と指摘。今後の対応については、林幹雄経済産業相が記者団に、「当事者である関電が適切に判断すると思う」と述べた。（時事通信2016/03/09-19:19）2016/03/09-19:19
官房長官「再稼働の方針変わらず」　高浜差し止め決定で
朝日新聞デジタル2016年3月9日18時15分
　菅義偉官房長官は９日の記者会見で、関西電力高浜原発３、４号機の運転を差し止める大津地裁の仮処分決定について、「高浜３、４号機は、原子力規制委員会が、専門的見地から十分時間をかけて世界最高水準と言われる新規制基準に適合するという判断をされたもので、政府としてはその判断を尊重して再稼働を進める方針に変わりはない」と明言した。そのうえで、「あくまでも仮の処分であり、当事者である関西電力が今後の対応を決められると思うが、国としても注視していきたい」と語った。
高浜運転差し止め 　野党歓迎「画期的だ」
毎日新聞2016年3月9日　23時27分（最終更新　3月9日　23時27分）
　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転差し止めを認めた大津地裁の決定に対し、野党側は「画期的だ」と歓迎し、政府に対して「脱原発」を求めた。 
　共産党の山下芳生書記局長は国会内で記者団の取材に応じ、東京電力福島第１原発事故の傷がいまだに消えていない状況を踏まえ、「安易に原発を再稼働することへの国民の声が届いた。福島で起きた事実を正面から見据えた決定だ」と評価。「原発ゼロにかじを直ちに切り替えるべきだ」と指摘した。 
　社民党もコメントを発表し、「政府と原子力規制委員会、関西電力は真摯（しんし）に受け止めるべきだ。高浜３、４号機の再稼働断念を強く求める」とした。 
　一方、与党幹部らは、新規制基準に合格した原発については今後も再稼働するとの姿勢を強調した。自民党の稲田朋美政調会長は９日、ＢＳフジの番組で「再稼働方針には変わりない」と強調。また、記者団に対し「大津地裁の決定は、新規制基準自体には合理性があるが、それに対しての説明が足りないということだ」と解説した。そのうえで「原子力に対する信頼を回復するために、安全対策や新規制基準について、しっかり政府が説明していくことが大事だ」と語った。 
　また、公明党の石田祝稔政調会長は同日の記者会見で「原発再稼働については、原子力規制委員会の厳格な基準を通って、地元の理解を得て、というスタンスは全く変わっていない」と述べた。また、新規制基準が妥当か問われ「妥当だと思っている」と答えた。 
【田所柳子、中島和哉】 
高浜運転差し止め 　「何度も止まるのは遺憾」福井県知事
毎日新聞2016年3月9日　21時16分（最終更新　3月9日　21時40分）
　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転を差し止めた大津地裁決定に、福井県の西川一誠知事は９日夕、報道陣の取材に応じ、「司法レベルの判断とはいえ、動いている原発が何度も止まったりする状況を繰り返すことは、立地地域の不信や不安が危惧される。こうした状態は遺憾」と不満を表すとともに、「我々は県民の安全を守り、これが国民の信頼につながると努力をずっと繰り返してきた」と強調した。 
　高浜町の野瀬豊町長は「正直、驚いた。各地の地裁ごとに判断がばらつき、立地自治体としては、翻弄（ほんろう）され、もてあそばれている状況だ。残念だ」と述べた。また、高浜原発から３０キロ圏内にある京都府舞鶴市の多々見良三市長は、３、４号機の再稼働を容認した立場から「決定の詳しい内容まで聞いてはいないが、昨年の再稼働容認の判断は現在のところ覆すつもりはない」と話した。 
　高浜原発にほど近い高浜町音海（おとみ）地区に住む７０代の男性は「原発を動かしてもよいと言ったのは国のはず。それが裁判所によって簡単に停止させられてしまうのはどう考えてもおかしい。再稼働するべきだ」と憤った。 
　一方、同地区の主婦（６７）は「原発が本当に安全だということを、きちんと証明できないなら、差し止めは仕方がない」と決定に理解を示しつつも、「地域の発展や振興のためには原発が必要なことには変わりない」とも話し、複雑な地域事情をうかがわせた。【村山豪、高橋一隆、近藤諭、鈴木健太郎】 
高浜運転差し止め 　「福島の教訓生きた」避難者ら歓迎
毎日新聞2016年3月9日　21時10分（最終更新　3月10日　00時49分）
　東京電力福島第１原発事故で避難生活を余儀なくされている福島県の住民や、各地で原発再稼働の差し止めを求めている原告らからは、大津地裁の決定に歓迎の声が上がった。 
　福島第１原発が立地する福島県大熊町から約１００キロ離れた同県会津若松市に避難する井戸川洋一さん（７３）は「安全対策と避難経路を万全にして稼働するならまだしも、現実はそうなっていない。私たちと同じような思いをする人を出さないためにも、良いことだ」と話す。福島第１原発から３０キロ以上離れているにもかかわらず全村避難を余儀なくされた同県飯舘村の菅野典雄村長も「原発からの距離に関係なく、安全性を不安視する住民に十分な説明を尽くすのは絶対に必要なことだ。そういう意味で原発立地県ではない滋賀県民らの声をくみ取った」と評価した。 
　茨城県東海村にある日本原子力発電東海第２原発運転差し止め訴訟の原告団代表を務める大石光伸・常総生協副理事長（５８）は「司法にも福島事故について考える良心があることを示した。福島の教訓を生かした勇気ある決定」と歓迎。東京電力柏崎刈羽原発（新潟県柏崎市・刈羽村）の再稼働に反対する「なくそう原発・新潟市民ネット」の上野邦雄さん（６６）は「鹿児島県の九州電力川内原発など再稼働の流れが進む中、裁判所の良心が表れた」と見る。 
　青森県大間町で建設中の大間原発（Ｊパワー＝電源開発）の差し止め訴訟を起こした北海道函館市の竹田とし子さん（６７）は「立地自治体ではない場所での司法判断で、我々の訴訟と共通する。今後は大きな追い風になる」と期待。中部電力浜岡原発（静岡県御前崎市）の廃止などを求めて静岡地裁に提訴している原告弁護団の鈴木敏弘代表は「福島の原発事故から５年になる直前に決定が出たことも大きい。全国で原発訴訟を行う弁護団に勇気を与える決定だ」と喜んだ。【宮崎稔樹、松本尚也、遠藤修平、松岡大地】 
高浜運転差し止め 　「司法、勇気ある決断」原発に疑念示す
毎日新聞2016年3月9日　20時54分（最終更新　3月9日　23時46分）
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関西電力高浜原発３、４号機の運転を差し止める仮処分決定に喜ぶ申立人や弁護士ら＝大津市で２０１６年３月９日午後３時３８分、久保玲撮影
　「司法が勇気ある決断をしてくれた」。新規制基準に合格して再稼働した関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転を差し止めた９日の大津地裁決定に、仮処分を申し立てた住民らは興奮に包まれた。東京電力福島第１原発事故から１１日で５年。国民の拭えない不信感を代弁するかのように、決定は電力会社の説明や新規制基準への疑念を突きつけた。稼働中の原発の運転を禁止した初の仮処分決定に、関電や福井県の地元関係者からは戸惑いの声が聞かれた。 
　「止めたぞ」「やった」。午後３時半過ぎ、申立人代表の辻義則さん（６９）＝滋賀県長浜市＝らが「画期的決定！」「いのちとびわ湖を守る運転差し止め決定！」などと書かれた垂れ幕を掲げると、大津地裁（大津市）前で待機していた申立人や支援者ら約１００人から歓声が起きた。冷たい雨が降りしきる中、抱き合ったり、涙を流したりして喜んだ。 
　申立人の一人で原発事故後に福島県南相馬市から大津市に避難してきた青田勝彦さん（７４）は「天にも昇る気持ち」。この日が誕生日の妻恵子さん（６６）は「高浜原発の再稼働は、福島の人たちの苦しみを無視している。福島第１原発の事故が収束していない中では当然の決定だが、今日は（震災後の）５年間で一番うれしい日になった」と喜んだ。 
　住民らは関電に対し仮処分異議や執行停止の申し立てをしないよう求める声明を発表。原子力規制委に新規制基準の見直し着手、政府に原発ゼロ政策への転換を求めた。 
　住民らは午後５時半から大津市内で記者会見。辻さんは「『高浜３、４号機は運転してはならない』の文字が目に入り、鳥肌が立った。裁判長が今日決定を出したのは『３・１１』から間もなく５年というタイミングを意識したんじゃないか」などと語った。別の申立人男性は「『避難計画は国家の責任』と言い切ってくれたことがうれしい」と話した。 
　弁護団長の井戸謙一弁護士は金沢地裁の判事だった２００６年、北陸電力志賀原発２号機（石川県）の運転差し止め判決を出した。今回の決定について「関電に対し、福島の事故を踏まえて、原発の設計や運転がどのように強化され、どう要請に応えたのかを立証するよう求めている点が、従来と異なっている」と指摘。「『避難計画をも視野に入れた規制基準が望まれる』と、新基準にも疑問を呈している。決定を出すには大きなプレッシャーがあったはずで裁判官に深い敬意を表したい」とまとめた。【衛藤達生、村瀬優子】 
高浜原発差し止め 　規制委員長「新基準変えるつもりない」
毎日新聞2016年3月9日　16時45分（最終更新　3月9日　16時45分）
　大津地裁が９日、関西電力高浜原発３、４号機（福井県）の運転差し止めを命じる仮処分を決定したことについて、原子力規制委員会の田中俊一委員長は９日の定例記者会見で、「中身を承知していないので、何も申し上げることはない」と話した。新規制基準については「変えるつもりはない」と述べるにとどまった。 
関電「停止するが不服申し立て」　高浜原発の地裁決定で 
日経新聞2016/3/9 16:18
　関西電力高浜原子力発電所３、４号機（福井県高浜町）の運転を認めない判断を示した９日の大津地裁決定について、関電は「主張を理解してもらえず、極めて遺憾。到底承服できない。安全最優先で高浜３号機を停止するが、速やかに不服申し立ての手続きを行う」とするコメントを発表した。
